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二輪車事故要因別死亡確率の推計
-平成5年から14年個票データによる分析-
真　殿　誠　志
Ⅰ　研究目的と背景
l-1研究目的
本研究の目的は二輪車事故データから,死亡した場合および生存した場
合対し,事故の状況を表す種々の変数,着用-ルメットのタイプ,衝突速
皮,衝撃箇所などが死亡あるいは生存確率にいかに影響しているかを定量
的に明らかにすることにある｡ Probitモデルを用いることで,個々の要因
が死亡確率に与える影響を推計する｡種々の要因が死亡確率に影響する度
合いに関しては既に真殿(2002a, 2002b, 2004)において計測している
が,さらに最新のデータを追加することで,過去の分析において抽出でき
なかった新たな情報が得られ,二輪車事故の実態に近づけるであろう｡
トー2　二輪車事故の概要
平成7年から平成14年にかけて自動車乗車中の死者数は4550人から
3438人とほぼ3分の1減少しているが,自動二輪車および原付に関しては
1991人から1497人とほぼ4分の1の減少にとどまっている｡このような状
況において, (財)交通事故総合分析センター(以降ITARDAと称す)の
イタルダインフォメーション(2004)において, ｢交通事故死者数のうち40
い
%は高齢者(65歳以上)で｣あったとし特集を組んでいるように,近年高
2齢者による交通事故が問題視されている｡二輪車事故の乗車中犠牲者の年
齢層別分布を見ると,犠牲者には比較的若年層(15歳から24歳)が多く,
自動二輪車については死亡者数773名中286名,約37%を若年層が占めて
おり, 65歳以上は82名と相対的に少ない｡しかしながら,原動機付き自転
車(以下原付と略す)については死亡者数724名車284名,約39%を65歳
以上の高齢者が占め,若年層は178名で約25%である｡平成14年末の時点
2)
で65歳以上の普通免許取得者数は8,259,706人であり,普通自動車免許を
持っていれば自動的に原付免許を取得できる現在の制度のもとでは今後ま
すます原付を利用する高齢者が増加するであろう｡二輪車事故の問題は若
年層だけなく,高齢者にとっても大きな問題になりつつある｡
ⅠⅠ　データ
ll-1　データソース
本研究で用いたデータは(財)交通事故総合分析センターによって収集,
分析,加工されて公表されているデータであり,交通事故例調査分析報告
(平成14年度報告書, pp.327-332)によっている一般道での事故データで
ある｡事故調査の結果として公表されているデータ項目(交通事故総合分
析センター, 2005, pp.327-332)のうち利用したのは死亡生存,年齢, -
ルメット種類, -ルメット着用状態,二輪車種類,二輪衝突速度,四輪衝
突速度,加害部位(衝撃をもたらした対象),衝突相手車種である｡その他
のデータ全体の概要についてはVI資料に付記した｡
ll-2　記述統計
用いたデータのサンプル数およびそのシェアは以下の通りである.
サンプル数349サンプル
死亡サンプル割合18.34%
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年齢　平均年齢　34.03歳　最小値14歳　最大値89歳
フルフェース-ルメット着用割合　28.940/.
-ルメット正常着用割合　65.62%
3)
軽二輪車割合16.05%
二輪車衝突速度80km/h以上　2.87%
四輪車衝突速度40km/h以上50km/h未満　6.30%
最大衝突加害部位不明　32.38%
衝突車種
自損事故　　　　　　　14.9 %
4)
大型キャブオーバ…車　2.00%
5)
普通キャブオーバー車　9.20%
ⅠⅠⅠ推　計
‖-1推計モデル
この論文では,被説明変数をy-1 (死亡の場合)かy-0 (生存の場
令)かの二倍選択問題として考えている｡こうした分析の場合, probitモ
デルかlogitモデルがよく採用されるが,今回はprobitモデルによって分析
を行った｡生存確率Prob(Y-1)を決定するある要因Ziが存在すると
し,そのZt･が種々の変数Xtからなる線形関数で表されると仮定しよう｡
この関係は以下の(1)式のように,定式化できる｡
n
Prob(Y- 1)-◎(ZZ) ,Zi-∑biXi　　　　　　　　　　　　　(1)
J■=1
ただし, ◎は累積正規分布を表し, blはi番目のパラメタ一, Xiはi番
目の変数を表すoまた,得られたパラメタ-からそれぞれの変数Xhが死亡
確率に及ぼす限界的な効果は, (2)式のように死亡確率Prob(Y- 1)をXh
で偏微分することにより得られる｡
∂Prob(y- 1)
∂Xh
-◎′(雛可bk
推計は(1)式に･最尤法を用いることによりパラメタ-を求めた｡
‖-2　推計結果
推計結果は表1に示すとおりである｡
表1　推計結果
サンプル数二　　349
決定係数: ().2924
的　中率: 0.8424
変数名 Hﾇi&ﾂt値 &ﾂ    
定数項 蔦"ｓSC2-7.7095 弔･ｶ     
年齢 3#s"6.13269 弔･ｶ       
フルフェース型 繝##ssB3.37538 弔･ｳﾒ      
正常着用 蔦Csr-4.87985 弔･ｶ       
軽二輪車 繝scsr3.25035 弔･ｳﾒ       
二輪速度80- 縱cc#"3.9153 弔･ｶ     
四輪速度40-50 纉3Cs2.72979 弔･ｳeﾒ      
衝突個所不明 蔦紊CcB-2.00027 徴ｳCUﾒ     
自損事故 經3s2.14872 徴ｳ3%ﾒ      
対大型キャブ SCs22.55959 徴ｳﾒ       
対普通キャブ 繝cCccR2.87293 弔･ｳEﾒ     
P値* *は1%の両側検定で有意, *は5%の両側検定で有
tJI-_
ノEl､
(2)
川-2-1結果説明
サンプル数は349サンプルとなり前回の推計(真殿2004) 314サンプル
から11%ほど多い｡推計は,利用可能な説明変数をシンギュラリティーが
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発生しない限り取り込んで行い,t値の低い説明変数を順次外して再推計を
繰り返した結果である｡当然のことながら,得られた結果は説明変数を落
とす順序を変えたとしても安定的である｡死亡確率-の説明変数の影響は
プラスに働くかどうか先験的には判断できない変数が多い｡故に,両側検
定で判断する必要があるが,全ての変数について5%基準(*一個で表示)
で有意な結果を得ている｡定数項をのぞいて9変数の内6変数が両側1%
(*二個で表示)基準で有意な結果となっている｡
推定値がプラスの場合その説明変数は相対的に死亡確率を高め,マイナ
スの場合は死亡確率を相対的に低めている｡注意すべきは,推計値の正負
および大きさは説明変数間の相対的強弱を表している点である｡
順に結果を見ていこう｡年齢は0.032172と正の値を取り,他の条件が等
しければ年齢が上がるほど死亡確率が上昇する.フルフェース型-ルメッ
トを着用した場合, 0.822774と死亡確率を上昇させる,ただしこの結果は
フルフェース-ルメットが絶対値として危険であるという意味ではなく他
の-ルメットに比較して相対的に死亡確率を高めているということである｡
この点は次の正常着用と併せて考えることで意味がより明確になるであろ
う0-ルメットの正常な着用は-1.04177となり死亡確率を減少させる｡こ
の結果は正常に着用していたかどうかのみの影響を計測している｡つまり,
-ルメットの着用自体は死亡確率を減少させる｡フルフェース-ルメット
との組合せでは-0.21843(-0.822774-1.04177)とマイナスとなり-ルメ
ット着用の総合的効果は他の変数に対して死亡確率を減少する効果がある
とわかる｡軽二輪車は0.871677で他の車種によりも死亡確率を上昇させる｡
二輪速度80- (二輪車の80km/h以上の衝突速度)は1.76622で他の衝突
速度に比べて死亡確率を上昇させる働きを持つ0匹沌高速度40150,すなわ
ち衝突相手が自動車でその衝突速度が時速40キロを超え50キロ以下であ
った場合0.934718と他の速度に比べて死亡確率を増す結果となっている｡
一最大傷害加害部位が不明な場合,衝突箇所不明は-0.440641と死亡確率
6を低める結果となっている｡衝突相手がいないときすなわち自損事故の場
合1.530709と死亡確率を高めており,衝突相手が最大積載量5トン以上の
大型キャブオーバー車(ボンネットがないタイプ),対大型キャブであれ
ば, 1.25473と死亡確率を高めているo　また普通キャブオーバー車の場合
0.864665と死亡確率を高めている｡
probitモデルの場合,パラメタ-の大小,正負から大まかな傾向につい
て述べることはできるが,個別のパラメタ-の値の大きさそのものから意
味を引き出すことはできない｡各パラメータの値と仮想的な状況からZを
再構成することで死亡確率を算出できる｡例えば,年齢30歳(30 * 0.96516)
の人がフルフェース-ルメット(0.8228)を正常に着用(-1.0418)し,
40km/h以上50km/h未満(0.9347)の自損事故(0.5307)であった場
令, Zニー2.205+30 * 0.96516+0.8228-1.0418+0.9347+0.5307よ　り
～-0.8778,累積正規分布表◎ (0.8778)から死亡確率は81.00%と算出で
きる｡
=-3　限界効果
説明変数の限界効果
(2)式より計算された各説明変数の死亡確率に対する限界効果を表2に示
す｡死亡列の数字はその説明変数が-単位増加した場合の死亡確率の変化
率を表している｡生存列は生存確率の変化率を示す｡この指標は先のパラ
メタ-の値とは異なりそれぞれ単独で意味を持っている｡では変数ごとに
結果を見ていこう｡年齢については一歳年をとるごとに死亡確率を0.57%
6)
高める｡フルフェース型-ルメットを着用し事故に遭遇した場合死亡確率
を14.62%高める｡ヘルメットの正常な着用は死亡確率を18.51%低める｡
つまりフルフェース-ルメットの正常な着用は結果として死亡確率を3.89
% (-18.51-14.62)高めることになる｡バイクの種類が軽二輪車であっ
た場合死亡確率は15.49%高められる｡自車の事故時の速度が80キロ以上
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表2　被鋭明変数への限界効果
変数名 ib死亡    
年齢 蔦經rR0.57%   
フルフェース型 蔦B緜"R14.62%   
正常着用 ゅSR-18.51%    
軽二輪車 蔦R紊坦15.49%   
二輪速度80- 蔦3歎31.39%    
四輪速度40-50 蔦b綯R16.61%    
衝突個所不明 途ﾃR-7.83%   
自損事故 蔦偵C2R9.430/o  
対大型キャブ 蔦#"R22.30%    
対普通キャブ 蔦RrR15.37%    
の場合死亡確率を31.39%高め,相手となる四輪車の速度が40キロを超え
50キロ以下の場合15.50%死亡確率を高めている｡自動車にせよ構造物に
せよ相手側の部位が特定されていない場合,死亡確率を0.78%増加させて
いる｡自損事故であった場合死亡確率を9.43%高める｡衝突相手が最大積
載量5トン以上の大型キャブオーバー車(ボンネットがないタイプ)であ
れば22.30%高め,普通キャブオーバー車の場合15.37%高める結果となっ
た｡
ⅠⅤ　考　察
tv-1先行研究との比較
ⅠⅠⅠの結果を先行研究である真殿(2002, 2004)の結果をと比較して見よ
う｡注意すべきは,最析のデ-タベースが必ずしも過去のデータを包含し
ているわけではないと言う点である｡ITARDAは平成8年以降毎年二輪車
n k u  
表 3 先行研究との比較
2002年 2004年 本論文
サンプル数 114 314 349 
年齢 0.48% 0.48% 0.57% 
7ルフェース型 13.06% 15.11% 14.62% 
正常着用 -18.69% -13.53% 18.51% 
へルメソト脱落有り 17.46% 
l降二輪車 15.49% 
二輪車停止状態 -18.20% 
二輪速度 80 75.77% 29.87% 31.39% 
四輪車停止状態 -21. 50% 
四輪速度 0-10 11. 64% 
四輪速度 40-50 16.61% 
衝突箇所不明 -7.83% 
白損事故 9.43% 
ボンネ y ト普通車 23.25% 
対大型キャブ 22.30% 
対普通キャブ 13.52% 15.37% 
路面 -36目22% -17.56% 
頭部 25.46% 
頚部 13.92% 
胸部 25.11% 
ていない。ただし，データが計測されている地点はつくば市とその周辺で
あることには変わりはない。
事故に関する個標データを発表しているが，過去発表されたデータが消去
されている場合や，また明らかに過去にさかのぼってデータが追加される
場合がある。追加されたデータが何年度分のデータであったかは公表され
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結果が直感的にわかりやすい各変数の限界効果で比較する｡まず,比較
的共通して有意であった要因の死亡確率に対する影響を見ることとする｡
年齢(年齢)は048%-0.48%.-0.57%となっている｡フルフェース-ル
メットについては13.06%-15.11%-14.62%と年齢と同様に大きな違い
があるとはいえないだろう｡ただし-ルメット全体の効果でみると-ルメ
ットが脱落した場合17.46%,-ルメットの正常な着用をしなかった場合13.53
%-18.51%と変化している｡衝突時の速度に関してはやはり自車の衝突速
度が80km/hを超える場合の危険性が他の変数に比べて高いことは共通で
75.77%-29.87%-31.39%と変化している｡相手速度に関しては相手車
両静止状態-21.50%,相手車両時速10キロ未満-ll.64%と10キロ未満
の低い速度の効果を先行研究では計測できているが今回はより速い速皮
(四輪車40km/h以上50km/h未満)でプラスの影響という逆は逆という結
果である｡相手車両の種類ではボンネット付き普通車は-23.25%と言う結
果であった(これは他の車種よりは死亡確率にマイナスの影響という意味
なので,相対的に他の車種はプラスの影響を持っている)前回と今回の推
計では,プラスの影響部分を直接計測する結果である.前回はキャブオー
バー型普通車(ボンネットのないトラック型)では死亡確率に対して13.52
%-15.37%とプラスの効果である｡真殿(2004)では人体損傷部位(頭,
首,胸)による影響を計測しているが,これらは今回有意な結果とはなら
ず,相手車種の影響がより細かく計測できている｡
lV-2　政策的含意
IV-2-1年齢の問題
年齢については一歳年をとるごとに0.57%死亡確率が高まる結果が計測
され,一見これは他の変数と比べて非ノ削こ影響が小さいかのように見える0
しかしながら, 20歳の運転者と60歳の運転者を比較したときその差は40
歳分であり, 22.8%(-0.57 * 40)の死亡確率の増加となる｡もちろん0.57
10
%と言う結果は限界的な効果を表しているので,変数の大きさな差に対し
てそのまま比例的に影響を論じるのはやや不適切な側面は否定できないが,
若年層と高齢者とでは死亡確率に対して大きな差があることは十分示唆で
きる結果である｡この点は近年高齢者による交通事故の増加が問題視され
る中,決して看過し得ない結果である｡自動車の運転に際しては75歳以上
には紅葉マークの表示が推奨され,高齢者の運転技能の再チェックも行わ
れているが,二輪車に関して同様の政策はない｡二輪車は体全体を使って
操作する必要があり,事故の際は必然的に転倒を伴い,ヘルメット以外事
実上体を守る装置もない｡さらに原付に関しては自転車に乗れない人でも
運転可能である｡原付の利便性を簡単に否定することはできないが,高齢
者が増加する社会での二輪車免許のあり方が問い直されるべきではないだ
ろうか｡
lV-2-2　ヘルメットの問題
8)
-ルメットに関しては過去の研究から一貫して,正常な-ルメットの着
9)
用は死亡確率を低めるが,フルフェース型-ルメットが死亡確率を高めて
いると結果を得ている｡交通事故例調査分析報告書平成14年版(2005, pp.
286-289)では, -ルメットのデザイン分類ごとに事故が分析されている｡
どのデザインが危険であるないと言う明確な結論が主張されているわけで
はないが,今回の推計でも,これまでの推計結果同様フルフェース型-ル
メットの場合死亡確率が高まることが示されている｡ McKnight(1995)で
示されているように,フルフェース型の場合は視認性に問題がある可能性
がある｡同時に,交通事故例分析調査報告書(2004, p286)では二輪車の
タイプ別の別事故分析が試みられている｡明確な結論が示されているわけ
lい､
ではないが, -ルメットのタイプと二輪車タイプに相関がある場合フルフ
ェース-ルメットという変数が実は二輪車タイプの代理変数になっている
1卜
可能性がある｡また, Wellsetal (2004)では-ルメットの色と事故率と
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の分析を行っており,明るい色の-ルメットの方がより安全であるとの結
12)
論を得ている｡ -ルメットそのものの安全性は疑いようもないが,より安
全な-ルメットに関してさらなる分析が必要である｡
lV-2-3　衝突速度の問題
二輪車の衝突速度が70km/h以上の場合は説明変数の中でもっとも死亡
確率を高めるという傾向が確認できた｡四輪速度は40km/h以上50km/h
未満で死亡確率を16.61%と大きく高めている｡この速度域以外の事故,す
なわち40km/h未満での事故が85.29%を占め, 50km/h以上での事故は全
体の6.62%でしかない｡よって,四輪速度は40km/h以上50km/h未満の
速度域はデータ全体の中でかなり高い速度域となっている｡相対的により
高い速度域がより死亡確率を高める結果が計測できている｡ただ改めて注
意すべきは大部分(85.29%)の事故は,おそらくはとても高速とは呼べな
い40km/h以下の速度領域で起きている事である｡二輪車についても同様
な傾向は存在し, 40km/h以下の速度域が全体の79.62%を占めている｡
JV-2-4　加害車種の問題
軽二輪車で単独事故の場合死亡確率が高まることが示された｡ (礼)日本
損害保険協会(2005, p138)によると,車両単独事故での平均人身損失額
では小型二輪自動車は405万円で, 13分類中3番目の高さである｡人身損
害額の高さは死亡重傷事故の多きの裏返しであり,死亡確率の高さがマク
ロデータにおける経済的損失額で裏付けられているといえようo　また,車
両相互の事故では加害者が営業用普通貨物自動車(2トン超)である場合,
平均人身損害額は約148万円で13分類中最も高く,これは最大積載量5ト
ン以上の大型キャブオーバ一重(ボンネットがないタイプ)並びに普通キ
ャブオーバー車と衝突した場合死亡確率が高まる結果と整合的である｡乗
用車に関しては衝突実験が公開され衝突の際の歩行者への加害性低減も検
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討されているが,トラックに代表されるキャブオーバー車に関しては大き
な動きはない｡
Ⅴ　結　語
高齢化社会を迎えた我が国において年齢が死亡確率に大きな影響を持っ
ていることは見逃せない事実である｡自動車に比べ二輪車は加害性が少な
く,また歩行書よりは交通弱者でないという状況からか対策が遅れがちだ
ったのではないか｡自動車免許に付随している原付については,自動車と
同等の高齢者対策が必要である｡ -ルメットや速度については過去の研究
例と同様の結果を得た｡ -ルメット着用の効果について異論はないであろ
:.()
う｡ただ, -ルメットを巡っては乗車姿勢を決定する二輪車車種や-ルメ
14)
ットの色そのものも影響無しとはいえない｡タイプ別の有効性に関しては
さらに議論を重ねる必要がある｡
自家用車の場合,歩行者に対する安全性も検討されるようになってはい
るが,キャブオーバー車に関しては積極的な動きはない｡マクロデータに
おいても,車両台数あたり総重量が増すに従って死亡･重傷事故件数が増
15)
加することが指摘されている｡車両の改良だけでなく交通環境も含めた対
策が必要である｡
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注
1)ただしこの特集で死者数として絶対数の多い歩行中,自転車運転中の事故に焦点
を合わせている｡
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2)交通事故統計年報平成14年版p.353
3)二輪の自動車(側車付きのものを含む)で総排気量125cc以上250cc以下のもの
を言う(交通事故総合分析センター, 2005, p.380)
4)車両総重量が8トン以上または最大積載量が5トン以上の大型貨物自動車でボン
ネットがないタイプの車両(交通事故総合分析センター, 2005, p.380, p.388)
5)軽自動車以外のボンネットがないタイプの貨物車両(交通事故総合分析センタ
ー, 2005, p.380, p.388)
6) Evans (1998)ではアメリカのデータを分析して,男性である場合死亡確率が約
30%.減少することが報告されているo　日本のデータでは性差は確認されていない｡
7) ITARDA広報による説明では,年度を明らかにしない理由としてプライバシー
の保護をあげている｡しかし,なぜ後になってデータが追加削除されているかにつ
いて明確な説明は得られなかった｡
8) Wellsetal (2004)では-ルメットの色と事故率との分析を行っており,明るい
色の-ルメットの方がより安全であるとの結論を得ている｡
9)アメリカでの-ルメットの効果の分析ではおおむね30%ほどの死亡者数を減少さ
せることが報告されている｡ (Evans, et al (1988), NHTSA (1999))
10)たとえばスクーターに乗る場合フルフェース型-ルメットを着用する人はかなり
すくないと考えられる｡
ll)ただし,公表されているデータでは二輪車タイプは報告されていない｡
12)例えば,アメリカルイジアナ州では1999年8月に-ルメット着用義務が緩和さ
れ,事実上18歳以下の運転者と同乗者に課されることとなった｡その結莱, -ルメ
ットの着用率が半減し,死者数が倍増しているNHTSA (2003))
13) McKnight, A. J. and A. S. Mcknight (1995)では乗車姿勢や運転手の経験が
-ルメットを被った状態での視認性や聴力に影響を与えることが示されている｡
14)前掲　Wellset al (2004)
15)共栄火災交通財団(2002) p.12
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